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～ 平成 29 年度 糸魚川市駅北復興まちづくり計画 ～ 

内 部 評 価 結 果 ( 全 体 概 要 ) 
 

復興まちづくり計画では、年度ごとに評価を行うこととしており、

初年度の平成 29 年度は、概ね半年という短い期間で事業を進めてき

ました。 

復興まちづくりを進めるための 77 施策のうち、平成 29 年度に実

施すべき 71施策（前倒して実施した５施策を含む）について、市・

関係団体による内部評価を実施した結果は以下の通りです。 

 

１ 総括 

 平成 29 年度は、昨年 8月 22 日の計画策定以降、３つの方針に

基づき、事業に取り組んできました。 

特に、復興まちづくりの礎となる道路や宅地等の都市基盤の整

備については、被災された方々や関係者の協力を得て、短い期間

で事業を実施することができており、今年の夏頃までには、被災

地内での戸建再建を希望する方のうち約６割の方の住宅が再建さ

れる見通しであるなど、被災地の復興は着実に進んでいます。 

今後も被災された方々はもとより、市民や事業者との対話の場

を設けるなどして、復興まちづくりに向けて、全員がより主体的

に関わるための機運を醸成していく必要があります。 

 

３つの方針別では、 

●「災害に強いまち」では、消防力の強化と都市基盤の整備が着 

実に進みました。 

 

●「にぎわいのあるまち」では、まちづくりを担う人材の芽が少し

ずつ育っていますが、持続的なにぎわいの創出に向け、人づくり

と意識の醸成をさらに進める必要があります。 

 

●「住み続けられるまち」では、復興市営住宅の建設など、被災地

における居住人口の確保に取り組んでいますが、被災地区のコミ

ュニティ維持や活性化を図る必要があります。  

資料１ 
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２ 施策の実施状況 

 内部評価において、各施策の進捗状況を評価した内容は以下の通

りです。 

 

平成 29 年度に実施すべき施策 ７１件 

  完了したもの ３件（ 4.2％） 

 実施中（前倒し実施を含む）のもの ６６件（93.0％） 

 計画遅れのもの ２件（ 2.8％） 

 未着手のもの ０件（ 0.0％） 

 

平成 29 年度に実施すべき施策のうち「完了・実施中（前倒し実施

を含む）」は、69 件（97.2％）となっており、計画全体としては着実

に進んでいると評価しています。 

 

「計画遅れ」は、2件（2.8％）となっており、関係者との協議に

時間を要したことなどの理由によるものです。 

 

 



29 年度

プロジェクト名 主務課

１　総合評価

２　各施策の状況
（１）施策一覧

糸魚川市駅北復興まちづくり計画　　評価シート（重点プロジェクト）

１　大火に負けない消防力の強化プロジェクト

・糸魚川市大規模火災を踏まえた今後のあり方検討会での検証結果等をふまえた検討を、復興ま
ちづくり計画に反映し取り組んだ。
・消防水利の整備方針の検討を進めることと並行して、すぐに取り組むことができる応援協定の
締結やこども消防隊の結成等のソフト施策を実施することで、防災体制の強化と防火意識の向上
を図ることができた。
・今後も「火事を出さない」防火意識の向上、「火事を早く発見し、すぐに消す」住宅用火災警
報器の普及啓発や、40ミリ小口径ホースへの更新などによる住民や自主防災組織による初期消
火体制の強化、「火事を拡大させない」消防体制の見直しや消防水利施設の整備を計画的に進
め、大火に負けない消防力強化に努めていく。

施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など

消防本部

①

住宅用火災警報
器（連動型含

む）の設置推進
(1-11)

○

総務省消防庁の連動型住宅用火
災警報器の検証事業の採択を受
け、市内３カ所で実施してい
る。（検証結果は30年度）

地区全体での連動型住宅用火災警
報器の設置は困難であることか
ら、３～５世帯単位を設置基準と
して、県補助事業の活用もを含め
て、検証結果を基に、市内での実
施方法について検討する。

住宅用火災警報器の設置率が、
約80％に留まっている。

住宅用火災警報器の設置率を高め
るとともに、更新時期を迎えた機
器の取替を推奨するため、次年度
において、補助制度の新設を検討
する。

②
初期消火体制の
強化 (1-15)

○

糸魚川市火災予防条例を改正
し、小規模飲食店における消火
器設置を義務化するとともに、
小口径ホースの導入検証では地
区住民による操作訓練を行うこ
とで、初期消火に対する意識を
高めることができた。

小規模飲食店における簡易スプリ
ンクラーの有効性について検討す
る。
また、次年度以降、住民や自主防
災組織が操作しやすい小口径ホー
スへの取替を順次進めていく。

③
常備消防及び消
防団の初動体制
の強化 (1-18)

○

常備消防の出動体制について検
討している。
消防団の出動台数を見直し、初
動体制が強化された。
消防団の組織体制を検討し、現
場指揮本部体制を強化した。
初動マニュアルに基づき、強風
時等、気象状況に応じ、非番者
を増員し出動体制を強化した。

消防団現場指揮活動の強化を図る
ため、継続的な訓練を実施する。

強風時等、気象状況に応じた非番
者等の増員体制を継続する。

常備消防の初動体制のあり方な
どについて、結論がだせなかっ
た。

引き続き、常備消防職員体制を検
討する。
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施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など

※状況項目：「○」完了・実施・前倒し実施、「△」計画遅れ、「×」未着手、「－」計画前

④
関係機関、団体
との応援協定の
締結 (1-19)

○

生コン組合他２団体（郵便局、
旅館組合）と応援協定を締結
し、災害対応が強化された。

引き続き、関係団体と応援協定を
締結し、災害対応強化を図る。
（今後の予定：㈱ゼンリン、バス
所有会社、ダンボールベッド製作
会社）

県外消防本部との応援体制は、
協議に時間を要している。

引き続き、新潟県からの支援もい
ただきながら、関係者で協議を重
ねていく。

⑤
強風時における
飛び火対応の強

化(1-20)
○

活動要領を策定し、強風時での
木造密集地域火災防ぎょ訓練を
6月と11月に実施し、住民や関
係機関も参加したうえで、強風
時における消火活動や避難行動
について確認した。
強風時における飛び火の高所か
らの監視体制について検討し、
常設による監視設備は費用がか
さむことから、可搬式のカメラ
等による伝送装置等を整備する
ことができた。

引き続き、住民、関係機関と連携
し実施場所等を変えながら、訓練
を実施する。
出前講座等により、市民への飛び
火対応教育を行う。

可搬式のカメラ等による伝送装置
等を使用した高所監視の訓練を実
施する。
民間高所カメラの利用について検
討する。

市民等からご意見の多かった奴
奈川用水の増水については、取
水元である河川管理者と協議し
たが、農業用水としての水利権
の関係もあり、現時点では増水
ができない結果となっている。

火災発生時に速やかに通水し水量
を確保できるよう、用水組合と連
携して、定期的に水路の維持や管
理体制の確認を行う。

⑥
大型防火水槽の

設置 (1-9)
○

今回の大火時における使用水量
や活動人員の検証をふまえ、長
時間の放水や他の消防水利が使
用できない際の体制などを想定
し、防火水槽の容量と設置位置
について、具体化することがで
きた。

設置する２か所（海望展望台駐車
場100㎥、にぎわい創出広場
200㎥）について、駐車場や広場
としての利用の妨げにならないよ
う、工法や位置等を考慮し整備を
進める。

⑦
海水や用水など
自然水利の活用

(1-10)
○

奴奈川用水、城の川の水を最大
限活用するため取水口の増設位
置や城の川に逆流する海水の取
水位置、大型防火水槽間をつな
ぐ送水管の整備内容について、
具体化することができた。

次年度以降、取水口の整備を実施
するとともに、新設箇所について
は、水利表示を行うなど、消防団
や自主防災組織等への周知に努め
る。
また、特に海水については、機器
等への影響もあることから、マ
ニュアル等の整備により事前に使
用時の取り決めをしておく。
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29 年度

プロジェクト名 主務課 建設課

１　総合評価

２　各施策の状況
（１）施策一覧

③
防災機能を高め
る市道の拡幅

(1-1)
○

ほとんどの地権者から協力が得
られ、短期間で拡幅工事に着手
できた。
拡幅は全体計画の約８割、側溝
改良は全ての工区に着手してお
り、５月までには全ての工事が
終了する見込みである。

一部の区間で道路用地確保の協
力が得られていない。

引き続き、事業の必要性を説明し
ていく。

②

木造の建築物が
密集する地域に
おける建築物の
不燃化に対する

支援 (1-7)

○

本町通り沿い以外の被災地につ
いては、市独自の防火仕様と助
成制度を設け、被災者説明会や
ガイドラインでの周知した。
規制によらない任意の取組であ
るが、ほとんどの方から取り組
んでいただいており、被災地全
体における不燃化促進に向けた
事業推進環境を整えることがで
きた。

景観の形成とあわせて進めていく
必要があることから、引き続き、
被災者はもとより建築士会や工務
店協会などへの周知に努め、景観
と不燃化の両立を図る。

①
本町通りにおけ
る延焼遮断帯の

形成 (1-6)
○

本町通り沿いの被災者、関係者
により、不燃化と景観に関する
勉強会、検討会を重ね、ガイド
ラインを作成した。特に不燃化
については、都市計画決定と条
例の制定により、延焼遮断帯の
形成に向けた事業推進環境を整
えることができた。

景観の形成とあわせて進めていく
必要があることから、引き続き、
被災者はもとより建築士会や工務
店協会などへの周知に努め、景観
と不燃化の両立を図る。

不燃化助成制度を設けている
が、建物によってはコスト増の
負担を感じるという声が聞かれ
ている。

全体的かつ標準的な建設コストに
ついて建築士会などの協力を得な
がら確認を続ける。

糸魚川市駅北復興まちづくり計画　　評価シート（重点プロジェクト）

２　大火を防ぐまちづくりプロジェクト

・市道の拡幅や敷地再編、建築物の不燃化について、被災された方々や関係者のご協力により、
短い期間のなかで事業を進めることができており、火災ほかの災害に対する都市の防災力が向上
した。
・植栽や植樹の促進については計画前の段階であり具体な実施内容は計画されていないが、防火
の面だけでなく、住民やまちを訪れる方にとって安らぎを与えるような空間づくりと併せて進め
ていく。

施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など
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施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など

※状況項目：「○」完了・実施・前倒し実施、「△」計画遅れ、「×」未着手、「－」計画前

⑥

被災地域におけ
る敷地再編によ
る木造の建築物
が密集する地域
の解消(3-3)

○

概ねの街区単位におけるブロッ
ク別意見交換会で敷地再編に対
する意向を個々に聞き取り、被
災地内５地区で事業を実施し
た。
都市計画手続きによらない、少
人数の権利者による再編手法を
用いたことで、事業計画や換地
計画などの同意が短期間で取得
できたことで事業が進捗した。

現在は、すべての工区で仮換地手
続きが終えて、新しい敷地割によ
る再建が可能な状態となってお
り、換地手続きを進めて事業が完
了する予定である。

⑤
延焼の拡大を防
ぐ植栽・植樹の

促進 (3-8)
－

④
防災機能を備え
た防災公園の整

備 (1-2)
△

にぎわい創出広場の利用や整備
を検討するワークショップを開
催し、参加した若者などから多
くの意見を集めることができ
た。

専門家の手で再整理し、平成30
年度内における整備に向けて設計
と工事を進めていく。

設計を完成させる予定であった
が、にぎわい創出のコンセプト
づくりなどに時間がかかったこ
とから、次年度への繰越となっ
た。

・被災地内の広場全体のイメージ
と防災の機能について、全体構想
と基本設計業務を実施するなかで
調整していく。
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29 年度

プロジェクト名 主務課 建設課

１　総合評価

２　各施策の状況
（１）施策一覧

③

雁木のあるまち
なみと調和する
住宅や店舗の建
築の促進と支援

（2-26）

○

良好な景観形成について、被災
された方々と検討会・勉強会を
重ねたが、理解を得る時間を十
分に確保できない状態でガイド
ラインの運用を開始したことか
ら、ガイドラインに基づく再建
の取組みが鈍い状況である。

再建者の声を踏まえたガイドライ
ンの見直しや、景観形成について
住民側からの盛り上げを誘導する
ための意識啓発などの取組みを進
めていく。

②

地場産材等を活
用した復興モデ
ル住宅の推奨、

支援 (3-2)

○

参考モデルとなる住宅を建設し
再建を推進しようとしたが、適
当な位置での用地が確保できな
かったことや、地場産材を使用
した個人の住宅の再建が進み、
モデル住宅として内覧会的な催
しにも協力いただいたことか
ら、当初想定していた市が復興
モデル住宅を建築する計画につ
いては取り組まないこととし
た。

景観不燃化ガイドラインに沿った
モデル的な建物を公募し、特に優
れた建築物の建築主、設計者、施
工者を表彰する制度などでの実施
を検討する。

①
雁木再生への支

援 (2-25)
○

母屋の再建が先で後から雁木を
再建する方が多い状況やどのよ
うに雁木を再建すれば良いか不
明という意見が多い。
また、道路沿いに駐車スペース
を設けるために、母屋一体でな
い独立型の雁木も見られてい
る。

母屋の再建が先行していることか
ら、独立型（４本柱）など、行政
がモデル的な雁木を造ることを検
討中。

糸魚川市駅北復興まちづくり計画　　評価シート（重点プロジェクト）

３　糸魚川らしいまちなみ再生プロジェクト

・被災された方々や関係者と勉強会や検討会を重ね、景観不燃化ガイドラインを策定し、糸魚川
らしい調和のとれたまちなみの再生に向けた取組を開始することができたが、景観形成に対する
さらなる機運の盛り上げが必要であり、より取り組みやすいようなガイドラインの内容について
検討する必要がある。
・道路の美装化、無電柱化については、多少の実施の遅れはあるものの、関係機関と協議を進
め、着実に前進している。

施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など
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施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など

※状況項目：「○」完了・実施・前倒し実施、「△」計画遅れ、「×」未着手、「－」計画前

⑤
無電柱化の推進

(1-3)
△

無電柱化の必要性や効果の高い
路線として４路線を選定し、電
線管理者と協議をすすめ、早期
合意を得られた２路線から順次
事業実施する。

沿線で今後再建する方、すでにお
住いの方、それぞれに工事の予定
や電線の取り出し、費用負担の有
無等を説明しながら進めていく。

これまで市道において無電柱化
事業を実施したことがないた
め、路線の選定や工法の検討に
いくらかの時間を要した。

電線管理者等と連携を密にすると
ともに、無電柱化協議会等から情
報を収集しノウハウを蓄積する。

④
道路や歩道の美
装化 (2-27)

○

事業費や周囲の景観との調和、
耐久性など幅広い観点から工法
の検討を行い、概ねの実施路線
と工法を決定した。

耐久性や走行性などを検証するた
め、無電柱化の予定がなく、条件
の整った路線において小規模な施
工試験を実施する。

無電柱化後に施工する必要があ
ることから、無電柱化と重複す
る区間において施工年次を延長
する。

工事の手戻りがないように、他の
関連工事との工程管理を十分に行
う。
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29 年度

プロジェクト名 主務課

１　総合評価

２　各施策の状況
（１）施策一覧

③

事業再建支援策
の拡充とＵＩ

ターン創業の促
進 (2-1)

○

被災事業者の再建資金補助（創
業支援事業補助金被災事業者特
別枠）を実施した。
UIターン創業を促進するため創
業セミナーを開催した。

創業支援事業の補助期間は30年
度までだが、被災事業者の再建状
況によっては延長の検討が必要と
なる。
創業セミナーは継続実施する。

被災地への新規創業者の誘導ま
で至らなかった。

不動産オーナーとの連携や公共空
地の利活用によるUIターン創業者
の誘致を進める。

②
にぎわい創出広
場の整備 (2-5)

○

被災者を含む市内の若者を中心
に、広場の利活用を想定したう
えで、必要となる設備等を話し
合うミーティングを４回開催
し、ある程度具体なイメージを
共有することができた。

広場全体の構想や基本計画を策定
する業者（専門家）とミーティン
グ参加者など広場でチャレンジを
したいと考える方と対話を重ね、
具体的な設計に反映させていく。

主に整備に向けた検討を中心に
行ってきたが、平成30年度内に
整備を完了する予定であること
から、官民連携も視野に入れて
管理運営方法の検討を進めなけ
ればならない。

①の拠点施設における民間事業者
との対話を通じて、担い手を見出
すとともに、双方のメリットにな
るよう具体な管理運営条件等につ
いても協議を重ねていく。

①
防災とにぎわい
の拠点施設の整

備 (2-4)
○

官民連携の取組みを進めるた
め、事業者のヒアリングやセミ
ナーを開催し、PPP/PFIなどの
民間活力の活用についての関心
を高めた。

サウンディング調査（民間事業者
との対話）の結果により、官民連
携の可能性を判断する。

「若者・子育て世代」をター
ゲットとする、にぎわいのイ
メージの具体化にいくらかの時
間を要した。

住民や周辺の商店街などの関係者
と若者・子育て世代をターゲット
とするコンセプトとにぎわのイ
メージを共有するため、意見交換
等を継続する。

糸魚川市駅北復興まちづくり計画　　評価シート（重点プロジェクト）

４　にぎわいのあるまちづくりプロジェクト

・「若者・子育て世代が集いたくなるヒトづくり・マチづくりのたまり場」をコンセプトに掲
げ、周辺住民をはじめとする市民から足を向けてもらうためのにぎわいづくりの方向性打ち出し
た。
・また、次年度以降における広場やにぎわいの拠点施設などのにぎわいのための基盤整備に向け
て、今年度は人材の育成を中心に取り組み、広場の活用を考えるチャレンジミーティングや県内
大学生との交流などにより、参加者の中から主体的にまちづくりに関わろうとする意識が芽生え
つつある。
・市民による対話の促進や外部人材の活用などにより、にぎわいのまちづくりを担う人材の育成
と継続的かつ自立的に活動できる体制づくりを支援していく必要がある。

施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など

商工農林水産課
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施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など

※状況項目：「○」完了・実施・前倒し実施、「△」計画遅れ、「×」未着手、「－」計画前

⑥
海望施設の検討

(2-6)
○

基本計画策定に向けて、関係者
協議が行われ、調整が必要な事
項（管理区域、海岸や道路管理
上必要な事項等）について協議
開始ができた。
現有施設の設計情報など基礎情
報の整理を行った。

協議の中ででてきた整備範囲や工
法などの課題について、引き続き
国、県と協議をしていく。

現在の施設を海側にせり出した
場合などの条件を想定したうえ
で、国道や海岸を管理する国や
県と制約となる事項等について
協議を進めているが、海望施設
の位置付けや方向性が定まって
いないため、具体案の協議に
至っていない。

防災とにぎわいの拠点施設、にぎ
わい創出広場などにぎわいづくり
の基盤整備全体との連携が必要。

⑤
日本海と海の幸
を生かした誘客
の強化 (2-10)

○

広告宣伝については、長野県の
メディアと連携しながら効果的
な広告を行うことができた。
サイクルトレイン　244名利用
キハストラップ　　1,261個配
布

糸魚川地域振興局・糸魚川市観光
協会と連携しながらメディアなど
へのプロモーション活動をすすめ
る。

被災エリアにおいて、まだまだ
海の幸の認知度向上を図る必要
がある。観光コンテンツなどを
含めて被災エリアとその周辺へ
の流動により消費を増大させる
までには至らなかった。

糸魚川市観光協会・うまいもん会
と連携し、昼食需要をターゲット
にした「海鮮」や「地元食材を
使った食」などのブラッシュアッ
プを図り、被災エリアへの流動を
増加させる。

④

仮称）まちづく
りキャンパスに
よる人材育成

(2-29)

○

大学生（若者・市外者）と被災
事業者や市民、市内高校生が、
糸魚川や被災地をともに見つめ
直すことで、新たな気づきや刺
激を得て、郷土愛の醸成や主体
的にまちづくりに関わろうとす
る意識の醸成が図るとともに、
都市デザインの面から具体な提
案を得ることができた。

大学生や交流に参加した方からの
提案や気づきについては、今後の
にぎわいのあるまちづくりにおい
て考慮・活用するとともに、引き
続き、駅北地区を学びのフィール
ドとして、ともに学ぶことで、に
ぎわいのあるまちづくりを担う人
材育成の取組みを進める。

・今年度は大学生と市民や事業
者が継続的に関われるような体
制の構築までは至らなかった。

新たな人材を発掘するため、特に
若者や企業への情報発信を強化
し、体制の構築に結び付ける。
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29 年度

プロジェクト名 主務課

１　総合評価

２　各施策の状況
（１）施策一覧

③
誰もが気軽に集
える場づくり

(3-5)
○

復興まちづくり情報センターな
どを会場に、被災４地区との定
期会議や「まちづくりカフェ」
（４回）や「チャレンジミー
ティング」（４回）を開催し、
被災者や周辺住民が集える場づ
くりやまちづくりを考える契機
とすることができた。

次年度からは、復興まちづくり情
報センターとして、被災地区の地
域づくり活動や商店街の活動を支
援することで、コミュニティの維
持やにぎわいづくりにつなげてい
く。

住宅の再建など相談内容が多岐
にわたることから、センターで
すべて対応することが難しい。

相談曜日（建築、生活、経営等）
を設定して、相談体制を整えるな
ど、関係団体や行政などと連携し
ながら対応していく。

②
被災地域へのＵ
Ｉターンの促進

(3-10)
○

移住体験や現地交流により、糸
魚川市への移住を具体的に検討
する方を増やすことができた。

移住に向けてのフォローを継続し
ていく。

空き家取得補助は、被災地周辺
でかさ上げする制度としたが、
「いえかつ糸魚川」の空き家バ
ンク登録が条件となっており、
物件そのものが少なかったこと
から、空き家を活用した移住に
は結びつかなかった。

地区や「いえかつ糸魚川」と連携
し、空き家バンクへの物件の登録
を促進するとともに、対外的な情
報発信を強化する。

①

医療、福祉や子
育てサービスと
連携した市営住
宅の整備 (3-1)

○

市営住宅の整備にあたっては、
被災者とともに先進地を視察す
るなどして、入居希望者の意向
を反映することができた。
また、入居者ほか周辺の住民の
生活を支える機能として訪問診
療所を公募により誘致すること
ができた。

家賃や部屋割の考え方、景観や周
辺への配慮などについて、入居予
定者に説明していく。
また、「開かれた住宅」をコンセ
プトのひとつとしていることか
ら、周辺住民の集いの場となるよ
うな取り組みを進めていく。

福祉や子育てのサービスの提供
について、具体化できなかっ
た。

周辺の既存サービスと連携する方
向で検討を進める。

糸魚川市駅北復興まちづくり計画　　評価シート（重点プロジェクト）

５　暮らしを支えるまちづくりプロジェクト 健康増進課

・生活支援相談員や保健師の定期的な個別訪問により、不慣れな避難生活における心と体のケア
に努めるとともに、昨年10月には復興まちづくり情報センターを開設し、気軽に相談できる関
係を築くことができた。
・これらの取組に加え、生活再建支援金の適用になったことや全国から多くの義援金や支援物資
が寄せられたことで、被災者の当面の生活や住宅の再建に向け、物心両面において大きな支えと
なった。
・復興市営住宅の建設を進めているが、被災地周辺を含む居住人口の確保とコミュニティを維持
していく必要がある。

施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など
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施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点 改善の方法など

※状況項目：「○」完了・実施・前倒し実施、「△」計画遅れ、「×」未着手、「－」計画前

⑤
生活再建のため
の金融等の支援

(3-6,7)
○

金融機関と連携し、生活再建資
金、住宅再建資金を必要とする
被災者を支援する制度（利子補
給）を行っているが、生活再建
支援金や義援金のおかげもある
せいか、利用自体はいずれも数
件にとどまっている。

これから住宅等を再建する方も多
く、金融機関の特別融資の取り扱
いも当面継続されることから支援
制度も今年度内終了から2年間延
長することとした。

④
日常生活の支援
を行う相談員の
配置 (3-12)

○

個々の状況に応じた訪問によ
り、安否確認を含め、１月末ま
でに延べ322件の訪問を実施
し、医療費や介護費の助成も行
いながら、被災者の不安の解消
につながった。

相談員と行政（健康相談業務等）
との情報共有と連携を進め、引き
続き、被災者の健康維持や生活不
安への解消に向けて、定期的に訪
問していく。
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29 年度

プロジェクト名 主務課 総務課

１　総合評価

２　各施策の状況
（１）施策一覧

③
ホームページ等
による復興情報
の発信 (3-9)

○

12月から稼働した復興ホーム
ページ「HOPE糸魚川」では、
復興の進み具合を定点撮影で紹
介するコンテンツの閲覧傾向が
高いほか、かわら版の発行・掲
載では被災者や関係者にスポッ
トをあてたインタビュー等で、
被災者や被災地区の情報も発信
している。
また、大火から1年となる日に
「復興まちづくりシンポジウム
2017」を開催し情報発信する
ことができた。

ホームページ（かわら版）につい
ては、大火という側面だけでな
く、被災地区の歴史や風習、民俗
伝承などにもスポットをあてて、
幅広い視点からの復興情報を発信
していく。
また、周年事業などの機会等をと
らえ、記憶を風化させないよう継
続的に取り組む。

復興ホームページのコンテンツ
の収集や周年事業の企画におい
て、被災地区や関係者（団体）
から協力いただいたが、さらに
主体的に関わっていただく仕掛
け方が十分でなかった。

企画や立案の段階から関わってい
ただくことで、発信力の強化につ
なげていく。

②
こども消防団の
設置 (1-25)

○

計画を前倒しして、「復興まち
づくりシンポジウム2017」に
おいて、39名で発足することが
できた。
消防出初式（1月7日）への参
加、放水訓練（２月３日）の実
施を通じて、継続的な活動への
礎を築くことができた。

年間を通じたプログラムの実施を
通じて幼少期からの防災意識の向
上と友達や保護者への波及効果も
狙いながら進めていく。

・大火から1年余りというなかで、まだ記憶にも新しいところであるが、市内向けでは、子ども
消防隊の結成や被災地区による夜回り（夜警）など市民参画の取組が行われ、防火意識の向上が
図られた。
・市外及び県外向けでは、復興情報ホームページの開設により、支援への感謝の気持ちを伝える
とともに、今後、復興していく被災地に訪れていただくよう継続的に発信していく。

糸魚川市駅北復興まちづくり計画　　評価シート（重点プロジェクト）

６　大火の記憶を次世代につなぐプロジェクト

改善の方法など

①
防災とにぎわい
の拠点施設の整
備(再掲) (2-4)

○

防災とにぎわい拠点施設の一部
に整備する機能として意見集約
された記録展示やイベント、防
災教育や消防車等の配置スペー
スについて事例調査

にぎわい拠点としての施設規模を
踏まえ、より内容を具体化すると
ともに、その優先順位の検討を進
める。

にぎわいのあるまちづくりプロ
ジェクトとの情報交換不足

コーディネータ等により、横断的
な情報交換の機会を充実

施策名
進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点
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改善の方法など
施策名

進捗
状況

（上段）うまくいっている点 今後の進め方など

（下段）うまくいかなかった点

※状況項目：「○」完了・実施・前倒し実施、「△」計画遅れ、「×」未着手、「－」計画前

⑤

防火と大火の記
憶を受け継ぐ植
樹の促進（再
掲）(3-8)

－

（計画前）

④
復興まちづくり
版マンホール蓋

への取替 (1-26)
－

（計画前）
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